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第 1 章 序論 

1.1 研究背景 

 日本において地盤の液状化は、 1964 年新潟地震により生じた液状化による構

造物の被害が甚大だったことから注目を浴びるようになった。 1987 年の千葉県

東方沖地震や 1995 年の兵庫県南部地震、2000 年の鳥取県西部地震などの地震に

おいても液状化被害が報告されており、特に兵庫県南部地震では都市部の埋立地

において甚大な液状化被害が生じた。これらの液状化被害により、液状化は地盤

および基礎関連における耐震設計上の重要な課題の一つとされ、地盤、基礎関連

の指針などにより液状化被害に基づいた液状化が発生する危険度の予測法が提

案されてきた例 え ば ,  1 .1 ) ,  1 .2 )。さらに 2001 年に改定された日本建築学会「建築基礎

構造設計指針」では液状化が発生する危険度の予測法のみならず、液状化に伴う

地盤変形を簡易に予測する手法 1 .3 )も示されている。  

液状化が生じた際は躯体被害や設備被害にとどまらず、噴砂などによる建物周

辺のアプローチあるいは外構の被害や地盤の沈下による建物と周辺地盤に段差

などの被害が予想され、上部構造の補修費用とは別にこれらの被害に対する補修

費用が生じる。 2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震では、関東地方の埋立

地を中心に液状化が生じたが、特に千葉県浦安市では甚大な液状化被害が生じ、

浦安市内における被害額は 300 億円にも上っていると報告されている 1 .4 )。また

浦安市をはじめとする各公共団体で公開されている液状化マップによると、埋立

地以外の緩い砂地盤などにおいても強い地震動が入力されると液状化する可能

性があるため、これらの地域においても液状化に伴った被害が懸念されている。

そのため、浦安市などの公共施設では液状化の防止、抑制を行うため既に液状化

対策工が施工されてきている。  

地震による被害を予測する手法の一つとして地震リスク評価法があり、地震リ

スク評価法で扱われる指標に DF（Damage Factor：損失率）や PML（ Probable 

Maximum Loss：予想 大損失）などがある。DF は建物の補修費用と新築費用（再

調達価格）の比率であり、地震リスクとして扱う上では地震による建物の損失率

を表し、建物を補修もしくは建替えを行う場合の判断材料となる。PML は建物

の耐震性能を表現する指標としても扱われる一方、異なる定義の基で既に実用化
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されているが 1 .9 )、地震による物的損失の被害額や再調達価格に対する被害額の

割合であることが多い。したがって、PML により地震リスクを評価するために

は、建物の補修費用について検討しておく必要がある。現状の建物の補修費用に

関する研究および地震リスク評価法では、振動による建物および建築設備の物的

損失を対象とした研究および評価法が多い。たとえば、諏訪・関 1 .5 )は、1995 年

兵庫県南部地震により被災した建物の補修費用について調査を行い、各建物の所

在地における 大地表面加速度と建物の躯体被害および設備の被害などを対象

に各補修費用の関係について検討した。また、金子・神原 1 .6 )は 1995 年兵庫県南

部地震による建築設備の被害についてまとめ、地表面 大速度および震度と被害

率の関係について示した。米国では 1985 年に ATC（Applied Technology Council：

応用技術協議会）がカリフォルニア地震による建築・土木構造物の被害をまとめ、

建築・土木構造物の種類を詳細に分類し、各構造物の種類ごとに PML などの地

震による物的損失の算出に用いる損失関数として示している 1 .7 )。さらに近年で

は、FEMA（Federal Emergency Management Agency of the United States：アメリカ

合衆国連邦緊急事態管理庁）が地震や津波などの自然災害による被害の軽減、緊

急時の対応およびその準備、復旧計画などを行う場合に必要となる災害リスクの

評価法（HAZUS MR-4）1 .8 )を示している。この評価法では、施設の用途、建物規

模、敷地条件などを詳細に分類し、施設の機能損失の程度を評価するとともに

GIS（Geographic Information System：地理情報システム）を活用することにより、

地域の経済的、社会的損失を評価することが出来る。さらに、 1990 年代後半の

不動産証券化を背景に個々の建物のリスク評価がなされる 1 .9 ) ,  1 . 1 0 )とともに、地

震保険や不動産投資信託の分野や企業および地方自治体の防災計画においては

複数建物を対象とした地震リスクの評価が重要である 1 .11 )。一方、液状化に関す

るリスク評価においては近年では GIS を用いて 250m メッシュによる微地形区分

に基づいて過去の液状化履歴から各微地形区分の液状化危険度が示されている

例 え ば ,  1 .1 2 ) ,  1 . 13 )。また、地方自治体によっては液状化危険度の地図上で示し、液状

化に対する情報公開および注意喚起を行っている。しかし、既往の文献によると、

地液状化および液状化に伴う被害による損失を定量的に評価した研究は少なく

1 .9 )、また地盤改良技術を取り入れた被害損失の算定精度は低い 1 .14 )とされている。 
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このような観点から、本研究は液状化による地盤被害の損失評価について検討

を行うため、 2011 年東北地方太平洋沖地震により大規模な液状化被害を受けた

千葉県浦安市における公共施設を対象に、各施設の被害状況についての資料を精

査し、各公共施設の補修費用などについて浦安市に対してヒアリング調査を行っ

た。各施設の被害状況について液状化の程度との関連について検討を行うととも

に、液状化による影響が大きいと思われる外構の補修費用を液状化被害の損失と

して捉え、液状化の程度ごとに液状化被害の損失を算出する手法を提案するもの

である。提案した液状化被害の損失の算出法から算出される外構の補修費用と液

状化対策工の工費の比較について、実際に液状化対策工が施工された事例を用い

てケーススタディを行った。さらに、液状化被害の損失の算出法を用いて浦安市

内の 3 地域を対象とした液状化被害の損失率の比較を行った。  
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1.2 既往の研究および文献の概要 

1.2.1 地震リスク評価に関する文献 

1.2.1.1 地震リスク評価とリスクコミュニケーション 1.9) 

(日本建築学会,2011.3) 

本書の特徴  

1 章では、設計者、構造設計者がリスクを踏まえた意思疎通を図るうえで、リ

スクコミュニケーションを行うに当たって留意すべき点を取りまとめている。さ

らに現在ある資料の提示方法や他分野の事例を示し、耐震安全性に関するコミュ

ニケーション手法について概説している。  

現在、多くの機関がリスク評価を行うようになり、評価費用の削減や期間の短

縮化など、評価そのものが簡素化の傾向にあるが、各機関の評価ノウハウは詳細

に開示している機関がなく、機関によって結果に差異が生じる可能性がある。そ

こで本書では、地震リスク評価手法のガイドライン案を 2 章で示している。  

 

1.2.1.2 不動産投資・取引における 

エンジニアリング・レポート作成に関するガイドライン 1.10) 

(公益社団法人ロングライフビル推進協会， 

社団法人日本ビルディング協会連合会，2011.11) 

本ガイドラインの特徴  

不動産証券化や売買および資産査定等におけるエンジニアリング・レポート

(以下、ER)の作成に関し、業務内容、前提条件、作成者の資質、責任及び倫理並

びに業務遂行上の留意点の必要事項について明確に示しており、公正な不動産取

引の促進を資することを目的としている。  

証券化を含む不動産流動化や一般の不動産販売および資産査定等において適

用できるとしている。また、不動産管理においても参考資料として使用されるレ

ベルのものであるとしている。さらに、計画・設計中および施工中の建築物を直

接対象としていないが、考え方を参考にできるとしている。  

本ガイドラインは、標準的な ER の全容を明らかにしたもので、委託者より調

査項目の選択や内容の追加または変更を制約するものではない。  
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工学的な観点から再調達価格、緊急・短期並びに長期の修繕更新費用、地震に

よる予想損失額等の経済的要素についてリスクの定量化を行うとしている。  

  



6 
 

1.2.2 建築物の地震リスク評価に関する既往の研究  

1.2.2.1 建築物の地震予測最大損失(PML)分析プログラム 1.15)  

(村地ら，日本建築学会技術報告集，No.22，pp.487-490，2005.12) 

  不動産証券化市場の拡大に伴い、投資対象である建築物の PML 算出に対する

ニーズが高まり、計算手法および使用データを整理し、評価法を確立することが

課題に挙げられている。このような背景のもとで、著者らは PML 算出に必要な

地震活動情報、距離減衰、地盤情報、建物被害モデルなど入力データに関して

新の情報を与え、PML 分析プログラムを作成した。本論文では、作成した PML

分析プログラムの構成について示すと共に、本プログラムを用いた評価事例を示

している。  

 

1.2.2.2 限界耐力計算法を活用した簡易地震 LCC 分析プログラムの開発 1.16) 

(坪田ら，日本建築学会技術報告集，No.24，pp.67-72，2006.12) 

  地震による建物被害を軽減するためには事前に適切な防災対策を施しておく

必要があるが、防災対策を施された建物はまだ多くない。この理由の一つとして

防災対策によるメリットが明確に示されていないことが考えられ、建物の所有者

に対して防災対策に投資する事のメリットをわかりやすく提示する技術の確立、

普及が望まれている。本論文では高橋による Capacity Spectrum 法に基づくシナ

リオ解析を利用した地震リスク評価手法を用いて、建物供用期間中に発生する地

震による損傷費用を加えた供用期間中のキャッシュフローである建物の期待地

震 LCC を簡便に評価するプログラムの開発を行っている。このプログラムは、

時刻歴応答解析を伴わない簡便なシナリオ解析を実行することで、簡便ながらも、

地震学、地盤工学、構造工学における 新のシュミレーション・モデルを導入す

ることで、解析結果の合理性を追求している。  
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1.2.2.3 1995 年兵庫県南部地震における RC 造建物群の耐震性能 1.17)  

(林ら，日本建築学会構造系論文集，No.528，pp.135-142，2000.2) 

 林らは、地震動強さと建物被害の関係についてシミュレーション解析を行う際

に、解析対象における個別の条件を無視することができない以上、建物を群とし

て取り扱い、よりマクロな視点からの検討・考察が必要であるという考えから、

兵庫県南部地震において比較的被害の多かった 6 階建て以上の建物を含む RC 造

建物被害調査結果と 大地動速度分布の推定結果より、RC 造建物の被害と地震

動強さの関係および被災建物の耐震性能について検討を行っている。さらに、新

耐震設計法による 8～ 12 階建て建物の被害率曲線と、仮想建物の応答解析を基に、

新耐震設計法による建物群の変形レベルと被害率の統計的な関係を推定してい

る。  

 

1.2.2.4 構造物の地震損傷度評価手法の検討 1.18) 

(大井ら，防災科学技術研究所研究資料，No.273，2003.2) 

 本研究では、震災被害予測システムに用いる地震損傷度曲線に関して、信頼性

解析技術の 新の知見に基づき、地震被害データを 大限に利用した評価手法の

開発を目的としている。検討結果から、現在利用されている建物被害関数は多様

であることから地震被害関数を評価する場合は、そこに関わる不確定要因の影響

を明確にする必要があるとしている。また、地震損傷度曲線には、地震動推定の

不確定性も大きく作用するため、地震動評価を含めた標準的な建物被害推定手法

を確立するべきとしている。  

 

1.2.2.5 建物耐力と変形性能のばらつきを考慮した被害関数の作成手法 1.19) 

(宮腰ら，構造工学論文集，Vol.51B，pp.105-110，2005.3) 

 地震被害調査結果を基に、解析により建物の被害関数を推定する手法として、

建築物耐力特性分布を加えた変形クライテリアのばらつきも考慮する手法を提

案している。兵庫県南部地震の実被害データから鉄筋コンクリート構造物の被害

関数を推定し、被害レベルに対応する変形クライテリアを決めている。また木造

建築と RC 造建築のモデルを作成し、耐力分布は対数正規分布として地震応答解
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析を行っており、応答結果から被害関数を作成する際に変形成分のばらつきを考

慮すると、既往の被害関数とよい対応となったことを示している。  

 

1.2.2.6 地盤増幅特性を考慮した 

建築物ポートフォリオの地震リスク評価手法 1.11) 

（清水ら，日本建築学会構造系論文集 Vol.73，No.626，pp.511-518，2008.4） 

 企業のリスク管理や地方自治体の防災計画において、複数の建築物全体（建築

物ポートフォリオ）を総合的に扱う地震リスク評価が重要であるが、建築物ポー

トフォリオの地震リスクを評価する場合、個々の建築物における地震リスク評価

の精度に加え、各建築物に作用する入力地震動の相関性などを設定する必要があ

る。既往の研究では建築物群の地震リスクを評価するにあたり、地点間距離など

を考慮することで地震動の空間的な相関性を考慮している研究がみられるが、地

震動の空間的な相関性には地盤の増幅特性の空間的な分布も影響すると考えら

れる。そこで、本論文では地盤増幅特性を考慮した建築物ポートフォリオの地震

リスク評価手法を提案するとともに、仙台地域に立地する仮想建物に対するケー

ススタディを行うことで本提案手法の特徴について示している。本提案手法では、

地盤増幅特性の影響が少ない地震基盤において地震動の相関性を与え、深部地盤

および浅部地盤の増幅特性を考慮しており、本論文でのケーススタディでは地震

動の伝搬経路特性、地盤構造モデル、地盤応答解析、建築物モデル、建築物応答

解析および損失評価などについては確定的に評価する事で地盤増幅特性を考慮

した入力地震動の関係を考察している。  
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1.2.3 二次部材および建築設備の地震リスク評価に関する既往の研究  

1.2.3.1 アンケート調査に基づく 

建物の非構造部材被害と地震動強さとの関係 1.20) 

(神原ら，日本建築学会構造系論文集，No.578，pp.155-161，2004.4) 

 地震により建築物に構造的な被害が生じない場合でも、非構造部材や設備に被

害が生じることがある。このような被害は、大地震において広域で発生するだけ

でなく、発生頻度が比較的高い中規模の地震においても生じる可能性がある。そ

こで筆者らは、構造的被害が少なかったが、非構造部材や設備の被害が広域で発

生した 2000 年鳥取県西部地震と 2001 年芸予地震における建物被害と地震動強さ

の関係を調査して、非構造部材や設備に関して、地震動強さと被害の様相の関係

について検討している。調査結果より、非構造部材の被害の多くは震度 5 以上の

地域で発生しており、非構造部材の被害率は建設年代が古いほど高く、非構造部

材に被害を受けた建物では、被害が複数の部位で発生していたこと、建築設備に

ついて大きな被害を受けた建物はなかったことが分かっている。また今後の課題

として、機能損害や経済的な被害に関する調査を行うと共に、建物特性や地震動

特性による影響について検討する必要があるとしている。  

 

1.2.3.2 兵庫県南部地震の地震被害データを用いた建築設備の被害率曲線 1.21)

 (諏訪ら，日本建築学会構造系論文集，Vol.73，pp.1935-1941，2008.11) 

諏訪らは、建物の機能性に着目し、 1995 年兵庫県南部地震で被災した 156 棟

の建物を対象とした建築設備の地震被害データを用いて、建築設備の耐震性能を

被害率曲線に基づきマクロ的に評価している。対象としている設備の種類は、空

調設備、衛生設備、電気設備および防災設備としており、建築年代別、構造形式

別および建物階数などの被害曲線から検討をおこない考察を行っている。さらに、

RC 構造物を対象に応答解析を行い、応答値を用いた被害率曲線を再評価してい

る。  
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1.2.4 液状化リスクに関する既往の研究 

1.2.4.1 モンテカルロ・シミュレーションによる液状化リスク分析手法 1.22) 

(陳ら，土木学会論文集，No.792/Ⅲ-71，pp.61-73，2005.6) 

 地震時に発生する地盤の液状化は、構造物や地盤の変形、破損、倒壊に加え、

埋設構造物の浮き上がりなど様々な被害を引き起こす。このような被災事例の研

究により各種の液状化予測・対策手法が開発、提案されてきたが、現行の液状化

の予測・判定手法は主に確率・統計的な見地で規定された地域や地盤種別ごとの

想定地震動に対するものであり、かつ深度ごとに判定される。本論文は、現行の

液状化判定では液状化の有無という二者択一的評価となり液状化による構造物

などの経済的損失が考慮されていないことから液状化対策の必要性を定量的に

判断できないこと、確定的な大きさの外力および地盤特性のみを用いた判定では

起こりうる任意の大きさの外力とそれに対応した損失程度や地盤特性などの不

確定性が評価されていないことから、リスクの概念を現行基準・指針の液状化予

測に導入し、外力や土質条件の不確定性を考慮した液状化危険度評価の手法を提

案している。  
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1.2.5 GIS を用いた地震リスク評価に関する既往の研究  

1.2.5.1 GIS を活用した地震損害評価システムの構築 1.23) 

（小檜山ら，日本建築学会技術報告集，No.7，pp.187-191，1999.2） 

 著者らは地震による建物の損害評価を行うために、日本全国を対象とした歴史

地震および活断層のデータベースから GIS の機能を活用して想定する地震のパ

ラメータを設定できる地震損害評価システムを開発した。当システムでは地震動

の評価に加え、液状化危険度の評価を行うことで地震動および液状化による建物

被害の評価を行っている。地震動および液状化による建物被害は建物の構造を木

造および非木造に分類し、被害レベルを全損、半損、一部損の 3 種に分類した建

物被害率による評価をしている。建物被害率は 1995 年兵庫県南部地震などの 6

地震による建物被害データを基に求めたフラジリティ曲線を用いることで算出

される。なお、当地震損害評価システムは地震動および液状化による建物被害の

評価に加え、火災による建物被害の評価も行うことができ、その評価方法につい

ても本論文にて示されている。  

 

1.2.5.2 微地形区分データを用いた広域の液状化危険度と 

液状化による建物被害率の予測に関する研究 1.24)    

(山本ら，地域安全学会論文集，No.11，pp.275-285，2009.11)  

地域の地震危険度を総合的に予測しておくことは、地震防災対策計画や災害復

興計画を合理的に進める上で重要であると考えられることから、既存手法を整理

し、新しい広域の液状化危険度予測手法の考え方について提案している。過去に

起きた大きな地震による液状化状況と建物被害を調査し、広域を対象とした微地

形区分データを用いた新しい液状化危険度および建物被害率の予測手法の検

討・提案を行っている。  
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1.3 米国における既往のリスク評価法の概要 

1.3.1 ATC-131.7) 

（Applied Technology Council （ATC）：  

Earthquake damage evaluation data for California（ATC-13），1985）  

 本リスク評価法は、地震により生じたカリフォルニア州における建築・土木構

造物の被害データを基にして、地震による構造物の損失を算出する事を目的にし

た地震リスク評価法である。建築物（ 40 区分）や土木構造物（ 38 区分）を躯体

の構造、材料などに基づいて詳細に区分するとともに、施設の用途により区分し、

過去に生じた改正メルカリ震度階と各区分における地震動による物的損失およ

び人的被害の関係について検討されている。特に、施設の被害状況を示す指標と

して (1.1)式の様な DF（Damage Factor、損傷率）の概念や PML（Probable Maximum 

Loss、予想 大損失）を求めるための損失関数が示されており、後発の確率論的

地震リスク評価法の貴重な資料となっている。  

 

Damage Factor DF  
補修費用

再調達価格
         （1.1） 

 

1.3.2 HAZUS MR-41.8) 

（Federal Emergency Management Agency（FEMA）： 

HAZUS Technical Manual MR-4，2009） 

 HAZUS は、災害リスクの評価手法として米国の FEMA が体系化したシステム

である。リスク評価を行う災害としては地震のみでなく津波や噴火などが含まれ

ている。地震による災害リスクの評価に関する算定フローが示されており、当フ

ローでは直接的な物的被害の確率評価を行うのみでなく、直接的な物的被害によ

る経済的・社会的損失評価や地震により誘発される洪水や火災などによる物的被

害の評価なども評価対象となっている。  
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1.4 本研究の構成および概要 

現在、日本では地震による物的、人的、経済的被害を軽減するための対策が講

じられている。 1995 年の兵庫県南部地震を契機に、土木施設や建築物の耐震性

がより重要視され、構造物の耐震性を判断するための耐震診断などが普及するこ

ととなった。一方、適切な地震対策を行うためには地震の発生危険度と地震によ

る構造物の物的損失を関連付けた地震リスクが重要である。地震リスクの指標の

一つである PML（Probable Maximum Loss：予想 大損失）は、リスク評価を行

う機関などにより定義が異なり、文献 1 .9 )では現在よく使用されている定義とし

て「 50 年間での超過確率 10％の損失を生じる地震による 90%非超過損失」や「 50

年間での超過確率 10%の地震動強さによる 90%非超過損失」、あるいは「 50 年間

での超過確率 10%の損失」が示され、各々の特徴が示されている。いずれの定義

による PML においてもそれぞれの定義に対応した損失関数を用いて損失を算出

している。一般的に用いられている損失関数の概念図を図 1.4.1 に示す。損失関

数は損失を確率変数とした確率分布関数が用いられることが多く、PML でよく

用いられる超過確率 10%の損失は累積相対度数が 0.9（ 90%）のときの損失に相

当する。地震による損失を算出するには地震動の評価と地震動による建物の応答

のみでなく、地震による建物の応答の程度に対応した損失関数を定義する必要が

ある。地震や地震動の評価や建物および地盤被害の損失に関する既往の研究の一

例を図 1.4.2 に示す。地震による建物や土木構造物の損失関数については、前節

図 1.4.1 損失関数の概念図  

確率変数 

（損失） 

累積相対度数 

(CDF) 

100%(1.0) 

90%(0.9) 

小破のときの  
90%非超過確率に

おける損失  

中破のときの  
90%非超過確率に

おける損失  

大破のときの  
90%非超過確率に

おける損失  

50%(0.5) 

中央値 

小破  中破 大破
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までに示した様に既往の研究や損失評価法で示されているものの、日本建築学会

から出版されている「地震リスク評価とリスクコミュニケーション」によると、

「液状化と建物被害の関係や液状化と建物損失の関係について定量的に評価し

た文献はほとんどない。」 1 .9 )とされていることからもわかるように、地盤被害に

関する損失関数および損失評価法についてはほとんど文献がないのが現状であ

る。  

このような背景をもとに、本研究は液状化による地盤被害の損失評価手法を提

案するものである。そのために、 2011 年東北地方太平洋沖地震により大規模な

液状化被害を受けた千葉県浦安市における公共施設を対象に、各施設の被害状況

について資料調査およびヒアリング調査を行った。各施設の被害状況と液状化の

程度との関連について検討を行うとともに、液状化による影響が大きいと思われ

る外構の補修費用に関して統計的に検討を行い、地盤被害に関する損失関数を求

めた。さらに、図 1.4.3 に示す様な現行の液状化判定法により得られる液状化程

度の推定値である地表面動的水平変位  Dcy および液状化指数 PL が地盤被害の程

度をどの程度説明しうるかを検討したうえで、外構の補修費用を評価する手法を

提案するとともに、その適用性の検討を行っている。  

 

図 1.4.2 地震リスク評価に用いる既往の知見の一例  

 
■陳ら（ 2005）  
モンテカルロ・シミュレーションによる液状化リスク分析手法 1 . 2 2 )  

など

 
■金子，神原（ 2010）  
兵庫県南部地震の被害調査に基づく建築設備の被害関数 1 . 2 0 )  
■諏訪，関（ 2005）  
兵庫県南部地震における建物の補修費用に関する統計的評価 1 . 2 1 )        など

建物に関連する損失評価に関する既往の研究の一例  

 
■石井、佐藤（ 1994）  
建設地において考慮する地震象に基づく設計用地震動策定法 1 . 2 5 )  
■司、翠川（ 1999）  
断層タイプ及び地盤条件を考慮した 大加速度・ 大速度 1 . 2 6 )  
■壇ら（ 2013）  
マグニチュード９クラスのプレート境界地震による強震動予測のための  
断層モデルの設定方法 1 . 2 7 )                           など  

地震（動）の設定に関する既往の研究の一例  

地盤被害に関連する損失評価に関する既往の研究の一例  
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本論文は全 5 章で構成されており、本論文の章構成を図 1.4.4 に示す。  

 第 1 章「序論」では、地震損失リスク評価に関する既往の研究および既往の評

価手法についてまとめると共に、本研究の概要について示している。  

 第 2 章「液状化判定法の概要」では、本論文で提案する液状化被害の損失評価

法において液状化の程度の予測に用いる液状化判定について示している。本損失

評価法で用いた液状化判定法としては主に建築分野で用いられる日本建築学会

「基礎構造設計指針」による方法および、主に土木分野で用いられる日本道路協

会「道路橋示方書」による方法であり、本章ではこの 2 つの方法についてまとめ

ている。さらに、各判定法で得られる液状化による地盤の沈下量の予測値および

液状化指数の関係に関する既往の研究についてもまとめるとともに、 2011 年の

東北地方太平洋沖地震の際に生じた液状化被害と各予測法の対応を検討した既

往の知見についても示している。  

図 1.4.3 既往の地震リスク評価の概念と本研究の位置付け 

外構被害も考慮した 

建物損失費用 

震源情報 地震動  敷地・地盤情報  

入力地震波  建物情報・条件 
（建物モデル）  

建物の応答
損失関数 

(躯体・設備等 ) 

想定される 

建物被害の損失 

液状化判定法 

(Dcy，PL 法など)
液状化による 

地盤被害の損失関数

液状化による 

地盤被害の損失 

既往のリスク評価手法  

本研究の検討内容  
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 第 3 章「液状化被害における損失評価法の提案」では、本論文で提案する液状

化被害の損失評価法を構成する液状化程度の分類、各液状化程度の分類における

損失関数の提案、液状化被害の損失の評価フローを説明している。具体的には、

初に、外構の補修費用について統計的に検討するにあたり、 2011 年の東北地

方太平洋沖地震による千葉県浦安市の公共施設を対象に行った被害調査の結果

について、各施設の総補修費用の約 8 割が外構の補修費用であったこと、液状化

程度と建物外周面積当たりにおける外構の補修費用に正の相関がみられたこと

を示した。つぎに、液状化被害の損失評価法で用いる液状化被害の損失関数を求

めるため、日本建築学会建築基礎構造設計指針に示されている地表面動的水平変

位 Dcy および液状化指数 PL に基づいて液状化程度を 3 分類とし、建物外周面積

当たりにおける外構の補修費用を確率変数とした確率分布モデルを評価した。な

お、確率分布モデルとして用いるモデルとしては正の領域にのみ分布することか

ら対数正規分布およびガンマ分布の適用を検討し、液状化程度の各分類における

確率分布のパラメータを推定した。推定したパラメータを用いた確率分布モデル

と実測沈下量に基づいた液状化程度の分類における累積相対度数分布との比較

および検定（K-S 検定）を行った。 後に、現行の液状化判定法および液状化程

度の各分類における確率分布モデルを用いた液状化被害の損失評価法について

示している。  

第 4 章「液状化被害における損失評価法の適用性の検討」では、第 3 章で提案

した液状化被害の損失評価法を用いて、千葉県浦安市入船地区および東京都江東

区辰巳地区を対象とした液状化対策の費用対効果の検討および浦安市内の 3 地

域を対象とした液状化による損失評価の適用事例について示す。その結果、本損

失評価法を用いた液状化対策の費用対効果に関する検討および液状化被害のリ

スク評価としての有用性を示した。  

第 5 章「結論」では、本研究の総括を行っている。  
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図 1.4.4 本論文の章構成  

序論 

第 1 章 

結論 

第 5 章 

 

液状化対策工による物的損失の低減に関する適用 

施設群に対する液状化による損失評価法の適用性 

第 4 章  

液状化における損失評価法の適用性の検討 

 

 

①液状化程度と損失の関係 

②液状化判定結果による分類に対応した損失関数の提案 

③液状化による地盤の損失評価法の提案 

第 3 章 

液状化被害における 

損失評価法の提案 

 

日本建築学会「建築基礎構造設計指針」・日本道路協会「道路橋示

方書」 

液状化安全率 FL 

液状化危険度 PL 

地表面動的水平変位 D

第 2 章 

液状化判定法の概要 
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第 2 章 液状化判定法の概要 

2.1 本論文で用いた液状化の程度に関する指標 

 現行の液状化判定法として、主に建築の分野で用いられている日本建築学会

「建築基礎構造設計指針」による方法 2 .1 )と土木の分野で用いられている日本道

路協会「道路橋示方書」による方法 2 .2 )がある。前者の液状化判定法は室内試験

と地震応答解析結果を基に時松・吉見 2 .3 )によって提案されたもので、任意の深

さにある層の液状化安全率 FL を求める方法が示されている。さらに、液状化に

よる地盤の変形量である地表面動的水平変位 Dc y を求める方法も示されている。

後者の道路橋示方書による方法は、液状化安全率 FL を求めることである層の液

状化の安全率を求めるとともに、FL に基づいた液状化による構造物への被害程

度を予測するための手法として液状化指数 PL をもとめる方法が示されている。

本論文では地盤の液状化程度の指標として Dc y および PL を用いるために、日本

建築学会「建築基礎構造設計指針」による方法に準じて液状化判定を行い、浦安

市内における公共施設の液状化程度を推定している。以下に液状化判定法の概要

について示す。  

 

a)液状化安全率 FL  

a-1)液状化判定を行う条件 

液状化判定を行うにあたり、日本建築学会「建築基礎構造設計指針」では液状

化判定を行う地盤条件が設定されている。当指針で示されている液状化判定を行

う地盤条件を表 2.1.1 に示す。  

 

 

 

 

 

a-2)繰返しせん断応力比 L 

 図 2.1.1 に示すように対象地盤を単位面積当たりの土柱に置換した剛体モデル

を想定する。土柱が地表面加速度 αmax と同じ加速度で水平方向に剛体運動して

表 2.1.1 液状化判定を行う地盤条件  

・地表面から 20m 程度以浅の沖積層  
・細粒分含有率 FC が 35%以下の土  
・粘土分含有率が 10%以下、または塑性指数 IP が 15%以下の埋土あるいは盛土

地盤  
・細粒土を含む礫や透水性の低い土層に囲まれた礫  
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いる場合、土柱の底面に働く最大せん断力 τma x は次式より与えられる。  

maxατ md   

                maxα
γ

g

z
                        (2.1.1) 

ここに、m は土柱の質量、αma x は地表面最大加速度 (m/s2)、g は重力加速度 (9.8m/s2)、

γ は土の単位体積重量 (kN/m3)、 z は地表面からの深度 (m)である。  

実地盤において土柱は必ずしも剛体とはみなせないため、深度 z が深くなるに

つれてこの値は減少する。そこで、深度方向に補正係数 rd を導入すると次式が

与えられる。  

maxα
γ

τ
g

z
rdd   

zd g
r σ
αmax                        (2.1.2) 

ここに、 σ z は上載圧 (kN/m2)、地盤が剛性でないことによる低減係数 rd は次式

から与えられる。  

zrd 015.01                 (2.1.3) 

また、地震動の等価な繰り返し回数に関する補正係数として rn が次式から与

えられる。  

)1(1.0  Mrn                (2.1.4) 

 ここに、Ｍはマグニチュードである。  

図 2.1.1 剛体モデル  

αmax 

τ d

G.L. 

Z 

地震波  
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よって、液状化判定に用いる外力として繰返しせん断応力比 L は次式で与えら

れる。  

d
z

z
n r

g
rL

'
max

σ

σα
                (2.1.5) 

 ここに、
'
zσ は有効上載圧 (kN/m2)である。   

a-3)液状化抵抗比 R 

 対応する深度の補正 N 値 Na を次式から求める。  

NCN N・1              (2.1.6) 

'/98 ZNC σ                 (2.1.7) 

fa NNN ⊿ 1             (2.1.8) 

 ここに、N1 は換算 N 値、CN は拘束圧に関する補正係数、⊿Nf は細粒含有率に

応じた補正 N 値増分で建築基礎構造設計指針では図 2.1.2 が示されている。N 値

は標準貫入試験 (SPT 試験 )等で得られる実測 N 値である。  

 (2.1.8)式で求められる補正 N 値 Na を用いて、図 2.1.3 のせん断ひずみ振幅 5%

曲線から補正 N 値 Na に対応する飽和土層の液状化抵抗比 R を求める。  

以上より求めた繰返しせん断応力比 L と液状化抵抗比 R から各深さにおける

液状化安全率 FL が次式により与えられる。  

補正 N 値(Na) 

液
状

化
抵

抗
比

R
ま

た
は

 

等
価

な
繰

返
し

せ
ん

断
応

力
比

L
 

図 2.1.3 補正 N 値と液状化抵抗比  
および動的せん断ひずみの関係 2 .4 )  

細粒分含有率 FC(%) 

補
正

N
値

増
分

(
⊿

N
f
)
 

図 2.1.2 細粒分含有率 Fc と  
N 値の補正係数 2 .4 )  
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L

R
FL                           (2.1.9) 

(2.1.9)式において、各層に対して FL＜ 1 であれば、その土層は液状化する可能

性があると判定される。逆に、FL＞ 1 であればその土層は液状化しないと判定さ

れる。また、FL の値が小さくなるほど液状化の発生危険度が高く、FL の値が 1

を切る土層が厚くなるほど、危険度が高くなると判断される。  

 

b)液状化指数 PL 

  液状化指数 PL は液状化による構造物への被害程度を予測する手法として提案

されたもので、道路橋示方書では、側方流動力の補正係数として用いられている。

PL は FL＜ 1 の土層における FL と対応する深度に対する重み係数を乗じた次式か

ら与えられる。  

 
20

0
)5.010)(1(

　

　
dzzFP LL           (2.2.1) 

 ここに、 z は地表面からの検討深さ (m)である。  

 (2.2.1)式から得られた PL を用いて、岩崎ら 2 .5 )により示された表 2.1.2 の PL と

液状化の危険度の関係から対象地盤における液状化の危険度を求めることがで

きる。  

 

 

 

 

 

 

 

c)地表面動的水平変位 Dcy  

日本建築学会「築基礎構造設計指針」 2 .1 )では、液状化の程度およびその被害

程度は土の密度により大きくことなり、緩い砂では強度や剛性が小さいまま変形

が進行することにより甚大な被害につながり、密な砂では変形がある程度生じる

液状化指数　P L 液状化の危険度

P L ＝0 かなり低い

0＜P L ≦5 低い

5＜P L ≦15 高い

15＜P L 極めて高い

表 2.1.2 液状化指数 PL と液状化の危険度の関係 2 .5 )  
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と強度が回復するため被害も比較的軽微となること、さらに液状化の程度は液状

化層厚の厚さによって異なると考え、液状化の程度の違いを評価する指標として、

液状化層のせん断変形により生じる地表面動的水平変位 Dc y を用いている。Dc y

は、繰返しせん断応力比 L と補正 N 値 Na の関係から、図 2.1.4 に示すように各

層の繰返しせん断ひずみ γc y i を推定し、γc y が同一方向に発生すると仮定し、これ

を各層の層厚に乗じたものを鉛直方向に積分して算出される (図 2.1.5)。また、

Dc y は液状化による地盤の沈下量 S に相当するとされている。液状化の程度は Dc y

の値により、表 2.1.3 のように評価する。  

  

補正 N 値 Na 

せ
ん

断
応

力
比

L
 

図 2.1.4 補正 N 値 Na および  
繰返しせん断ひずみの関係 2 .6 )  

液状化層②  

液状化層①  

液状化層③  

非液状化層  

γ c y①  

γ c y②  

γ c y③  

Dc y③  Dc y②  Dc y①

∑Dcyi=Dc y 

図 2.1.5 地表面動的水平変位 Dc y の

概念図  

地表面動的水平変位　D cy 液状化の程度

D cy ＝0 無し

0＜D cy ≦5 軽微

5＜D cy ≦10 小

10＜D cy ≦20 中

20＜D cy ≦40 大

40＜D cy 甚大

表 2.1.3 地表面動的水平変位 Dc y と液状化程度の関係 2 .1 )  
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2.2 地表面動的水平変位 Dcy と液状化指数 PL の関係 

 前節において液状化程度の指標として地表面動的水平変位 Dc y および液状化指

数 PL の概略を示した。両指標の関係については既往の論文により示されており、

本節では該当する論文の概要を示す。  

 

a)液状化の程度を表す判定指標に関する考察 2.7) 

 本報では、液状化対策として適用した締固め改良地盤を液状化判定する上で、

若干の液状化を許容する事が合理的であると考えられている。一方、液状化の程

度を表す判定指標に応じた適切な限界値の評価が重要であるという観点から日

本建築学会「建築基礎設計指針」で採用されている地表面動的水平変位 Dc y と土

木分野で用いられている液状化指数 PL の相互関係を示し、既往の地震被害の調

査結果に基づき考察を行い、判定指標に応じた限界値の目安を提案している。

Dc y と PL の関係については、損傷限界状態と終局限界状態で傾向が異なり、終局

限界状態では Dcy=5~10cm に対して PL は概ね 10～ 15 が対応するとしていた。  

 

b)液状化可能性評価における Dcy と PL の比較 2.8) 

 2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書では、地表面動的水平変位 Dc y と液

状化指数 PL を併記して扱っていることから、本論文ではモデル地盤を対象とし

て Dcy と PL を算出して両者の値を比較するとともに、構造基準での取り扱いの

留意点や既往の知見と比較を行っている。その結果、Dcy は PL より全体的に大き

めの評価を与えることが分かっている。また、N 値や地表面最大加速度によって

Dc y と PL の評価には差があり、大小関係は一義的でないこと示している。  
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2.3 2011 年東北地方太平洋沖地震に対する適用性 

a)日本建築学会「建築基礎構造設計指針」2.1)における液状化判定法 

現行の液状化判定では液状化安全率 FL を求める際に各層に入力される外力と

して繰返しせん断応力比 L を算出する（ 2.1 節 2.1.5 式参照）。繰返しせん断応力

比 L の算出においては地震のマグニチュード M に基づいた等価な繰返し回数 N

に関する補正係数 rn が用いられる。日本建築学会「建築基礎構造設計指針」に

おける rn は M＝ 5.5～ 8.5 における傾向が示されている。一方、新井 2 .9 )は 2011 年

東北地方太平洋沖地震を含む 3 地震の強震記録を対象に 1 次元有効応力解析を行

い、地震動の繰返し回数 Neq とマグニチュード M の関係を検討した結果、既往の

提案式を M=9.0 の場合でも外挿して液状化判定を行ってよい可能性を示唆して

いる。  

 

b)日本道路協会「道路橋示方書」2.2)における液状化判定法 

道路橋仕方書で示されている液状化判定法で得られる液状化指数 PL について

は、2011 年東北地方太平洋沖地震による研究成果を反映させた 2012 年版の道路

橋示方書において、改善の余地があるものの、現行の液状化判定法においてもマ

グニチュード M が大きい地震に対して適用できるとされている。  
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2.4 本章のまとめ 

 本章では、既往の液状化判定法についてまとめるとともに、既往の液状化判定

法の 2011 年東北地方太平洋沖地震に対する適用性についての既往の知見をまと

めた。 
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第 3章 液状化被害における損失評価法の提案 

3.1 液状化被害の概要 

3.1.1 2011 年東北地方太平洋沖地震による液状化被害の概要 

 2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震の本震および約 30 分後に発生した余震により、東

京湾東部沿岸および利根川沿岸の首都圏で広範囲にわたり液状化被害をもたらし、大量の噴

砂、建物の沈下、外構の被害およびライフラインの寸断など甚大な被害が生じた。本地震に

より生じた千葉県浦安市内の液状化による地盤被害については、日本建築学会による災害報

告書 3.1)や浦安市液状化対策技術検討調査委員会による液状化に関する報告書 3.2)などのよう

に種々の学会や機関などによりまとめられている。以下に、本地震による液状化被害の特徴

を示す。 

①関東南部では，埋立地を含む人口造成地盤において、大規模な液状化が生じた。特に千葉

県・東京都・神奈川県・埼玉県では、液状化の被害は埋立地に多くみられ、自然堆積地盤

では液状化がみられなかった。 

②液状化により大量の噴砂が発生した。特に浦安市では市域の約 3/4 で液状化が発生し、処

分された噴砂の量は 80,000m3にのぼった。また、千葉県美浜区でも全域で液状化が発生し、

噴砂の量が 10,000m3にのぼった。 

③大規模な液状化が発生した地域であっても、液状化の程度にはバラつきがみられた。 
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3.1.2 千葉県浦安市内における公共施設の被害状況 

 本研究では、2011 年東北地方太平洋沖地震で生じた液状化により、甚大な被害を受けた千

葉県浦安市の公共施設を対象に調査を行った。また、本地震による浦安市内の震度は浦安猫

実で震度 5 強が観測されている 3.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3.1.1 に、土地条件図で示されている千葉県浦安市の地形の性質を示す。調査を行った浦

安市の公共施設は、高い盛土地、盛土地・埋立地、自然堤防に位置している。東北地方太平

洋沖地震後、建築学会をはじめとする関連学会により、盛土地・埋立地などの人工造成地盤

で液状化現象などの地盤被害が報告されている。 

 

①調査項目 

 本研究を行うあたり、千葉県浦安市における液状化被害の状況を調査するために、浦安市

液状化対策技術検討調査委員会から公開されている報告書 3.4),3.5)および千葉県環境研究セン

ターから公開されている調査結果 3.6)を基に資料調査を行った。次いで、資料調査結果から得

られた情報を基に、浦安市に各公共施設の損傷度および補修費用についてヒアリング調査を

行った。 

図 3.1.1 調査地点と地形 3.3） 

 調査地点 

  高い盛土地 
盛土地・埋立地 

  自然堤防 
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②資料調査 

 資料調査では、浦安市の各公共施設について、2011 年東北地方太平洋沖地震により各公共

施設の敷地内に生じた液状化による沈下量などとともに建物情報として基礎形式などを得て

いる。 

 

③ヒアリング調査 

 ヒアリング調査では、資料調査結果の情報を基に、各公共施設における建物の損傷度およ

び補修費用について調査を行った。補修費用の内訳として施設の「躯体」、二次部材などの「仕

上げ」、空調機器などの「設備」、敷地内のグラウンドの噴砂あるいは舗装など「外構」に生

じた補修費用の計 4 項目について回答を得ている。調査期間は地震後約 10 カ月から 1 年の

2012 年 1 月から 3 月である。また、各施設の復旧は原状復旧を基本としており、地震前の状

態に戻すことが前提になっている。 

 

④建築面積および敷地面積の算定 

 各公共施設の位置情報を基に、Mapion3.7)より各施設の建築面積および敷地面積を算出して

いる。図 3.1.2 に調査対象とした各施設の建築面積と敷地面積の割合を示す。 

 

  

調査件数：44 件 調査件数：44 件

a) 建築面積 b) 敷地面積 

図 3.1.2 調査した各公共施設の建築面積および敷地面積の割合 

23%

23%38%

16%

2000m2未満    20000m2未満

10000m2未満   20000m2以上

32%

32%
20%

16%

1000m2未満    3000m2未満

2000m2未満    3000m2以上
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⑤調査結果 

資料調査およびヒアリング調査から得られた調査結果を表 3.1.1 に示す。同表中で外構の種

類と被害状況についてはヒアリング調査からは大半が犬走り、アプローチ、側構等の被害事

象のみの回答であり、一部を除き具体的な沈下量、浮上り量等の定量的な数値は得られなか

った。そのため表中には被害事象のみを記載している。また、同表中の地表面動的水平変位

Dcy および液状化指数 PL については、前述の 2 章で示した方法により算出された液状化程度

の推定値である。 

図 3.1.3 に資料調査およびヒアリング調査における調査結果として得られた千葉県浦安市

内の公共施設について、その用途種別の割合を示す。調査総件数は 44 件であり、施設の用途

としては幼稚園、小学校、中学校などの教育施設が約 9 割を占めていた。 

図 3.1.4に文献 3.4)~3.6)から得られた各施設の液状化による実測沈下量から分類した液状化

の程度の割合を示す。なお、同図中における液状化程度の分類は日本建築学会「建築基礎構

造設計指針」3.8)に液状化による地盤の沈下量に相当するとされている地表面動的水平変位 Dcy

による液状化の程度を考慮して分類している。同図より、調査した施設の約 7 割において『軽

微』以上の液状化の程度であったことが分かる。特に、液状化の程度が『大』以上の施設は

3 割以上みられた。 

  

11%

32%39%

18%

保育園

幼稚園

小学校

中学校

図 3.1.3 ヒアリング調査を行った施設の用途種別の割合 

調査件数：44 件 
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図 3.1.5 に調査対象の建物の被災度の割合を示す。また、図 3.1.6 には総補修費用の割合を

示す。なお、本地震により損傷した箇所の補修については、原状復旧を基本として補修工事

がなされている。両図より、調査した施設の多くが一部損壊程度であったにも関わらず、補

修費用としては 10 万円程度から 1 億円以上と幅広くみられた。さらに、施設の補修に 1000

万円以上の費用を要した施設が約 6 割近くあった。 

図 3.1.7には外構被害が生じた施設の割合を実測沈下量 Sに基づいた液状化程度の分類ごと

図 3.1.4 ヒアリング調査を行った施設の液状化程度の割合 

30%

9%

14%11%

32%

4%

なし

軽微

小

中

大

甚大

全件数：44 件 

図 3.1.5 建物の被災度の割合  

11%

89%

無被害

一部損壊

全件数：44 件 
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に示している。同図の液状化程度の分類を表 3.1.2 に示す。同表の液状化程度の閾値について

は、Dcyの分類を参考に設定している。同図より、各分類においてアプローチ・犬走り・舗装

等の被害が約 7 割程度を占めていることが分かる。また、外構の補修内容、補修個所と補修

費用の関係を明確にするため、外構の補修費用の内訳に関して調査したところ、外構の補修

費用のうちダスト舗装※を含めた舗装の補修費用が約半分を占めていた。また、階段・スロー

プ・犬走りの補修、植栽・砂場・遊具の補修、側構の補修に要した各費用は外構の補修費用

の約 1 割程度であった。 

 

  

本論文における液状化程度の分類 分類1 分類2 分類3

実測沈下量(cm) 0～5 5～20 20～

表 3.1.2 本論文における液状化程度の分類と実測沈下量 S の関係 

①アプローチ・犬走り・舗装等の被害

②マス類の被害

①と②の両方

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

分類3 (16件)

分類2 (10件)

分類1 (13件)

図 3.1.7 液状化程度の分類における外構被害が生じた施設の割合 

ダスト舗装※…公道などで用いられているアスファルト舗装とは異なり、砕石や石灰などを敷き均し、転圧

を行う舗装のこと。一般的な小学校や中学校の校庭の舗装。 

11%

9%

14%

16%20%

30%
0円

１０万円未満

１００万円未満

１０００万円未満

１億円未満

１億円以上

図 3.1.6 総補修費用の割合 

調査件数：44 件 
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3.1.3 各施設の外構被害に要した補修費用の検討 

図 3.1.8 には各施設の敷地面積当たりの総補修費用と各施設の敷地面積当たりの液状化に

よる外構の補修費用の関係を示す。同図において、液状化による実測沈下量に基づいた液状

化の程度によりプロットの種類を変えている。また、全プロットに対して最小 2 乗法により

切片が 0 の近似直線を回帰したところ、y=0.82x という直線が得られた。この結果に基づき、

敷地面積当たりにおける総補修費用に対して外構の補修費用の占める割合が 8 割程度とその

占める割合が大きいことが読み取れる。この理由の一つに、各施設における建築物の杭およ

び基礎を含めた構造躯体に被害が無かったこと 3.5)が挙げられる。一方、同図から液状化の程

度が大きくなると敷地面積当たりの外構の補修費用が大きくなることが分かる。 

図 3.1.9 には各施設の敷地面積に対する建築面積の比率と敷地面積当たりの液状化による

外構の補修費用の関係を示す。同図において全調査結果に対して近似直線を最小 2 乗法によ

り回帰したところ、負の相関が見られたが、その相関係数は低くバラツキが大きいことが分

かった。さらに、敷地面積にかわり敷地面積から建築面積を除いた建物外周面積当たりの液

状化による外構の補修費用による検討を行ったが、図 3.1.9 と同様に近似直線を回帰したとこ

ろ負の相関が見られたものの相関係数は低くバラツキが大きかった。したがって各施設の建

物規模と敷地規模の比が外構の補修費用に与える影響は小さいと思われる。 

図 3.1.10 に液状化による実測沈下量 S と建物外周面積当たりの外構の補修費用の関係を示

す。同図において、摩擦杭と支持杭の調査結果に対して切片が 0 の近似直線を回帰したとこ

ろ、正の相関が見られたが両者の間に明確な差は見られなかった。この理由の一つとして、

図 3.1.8 と同様に各施設における建築物の杭および基礎を含めた構造躯体に被害が無かった

こと 3.5)が考えられる。また、各近似直線の相関係数は図 3.1.9 において回帰した近似直線の

相関係数より大きいことから、建物外周面積当たりにおける外構の補修費用については敷地

面積に対する建物面積の比率に比べ、敷地周辺の実測沈下量の影響が大きいことが分かる。 

以上の結果により、本調査結果において①総補修費用の約 8 割が外構の補修費用であった

こと、②敷地面積当たりにおける外構の補修費用と敷地面積に対する建物面積の比率の関係
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は負の相関があったものの相関係数が低いこと、③建物外周面積当たりにおける外構の補修

費用に杭基礎の種別による明確な差異が見られなかったこと、④液状化による実測沈下量と

建物外周面積当たりにおける外構の補修費用の関係は正の相関が見られ②における相関係数

より高い値を示したことから、建物外周面積当たりにおける外構の補修費用を液状化の程度

から推定する事を念頭に統計的検討を行った。 

 外構の補修に関し、補修箇所と補修費用の関係を明確にするため、追加調査を行い、外構

の補修費用に関する内訳について詳細な調査を行った。図 3.1.11 に追加調査で得られた外構

の補修費用に関する内訳について示す。外構の補修費用に関する内訳として、約 5 割が舗装

などの補修に要していることが分かる。なお、各項目の詳細な内訳としては、『舗装・ダスト

舗装の補修』では、舗装面に生じた亀裂などの修復がなされていた。『階段・スロープ・犬走

り』については、液状化により建物と周辺地盤の間に生じた段差などの補修が含まれていた。

また、『植栽・砂場・道具の補修』には、液状化による沈下した遊具の撤去、新設などが含ま

れている。 
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敷地面積に対する建築面積の比率 
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図 3.1.9 敷地面積当たりの液状化による外構の補修費用と 
敷地面積に対する建築面積の比率の関係 
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図 3.1.11 外構の補修費用に関する内訳 
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図 3.1.10 液状化による実測沈下量 Sと 

建物外周面積当たりにおける外構の補修費用の関係 

液状化による実測沈下量 S (㎜) 
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3.2 液状化被害における損失評価法 

3.2.1 建物外周面積当たりにおける外構の補修費用の検討 

 液状化による地盤の実測沈下量 S と関係が見られた外構の補修費用について統計的に検討

するため、建物外周面積当たりにおける外構の補修費用を確率変数とした確率分布モデルを

評価した。一般に、確率分布モデルの評価方法として積率法および最尤法があるが、文献 3.8）

を参考に、ここでは最尤法を用いた。なお、確率分布モデルとしては、正の領域にのみ分布

する対数正規分布モデルおよびガンマ分布モデルを用いる。図 3.2.1 に本検討の全体的な概念

図を示す。最初に、本検討では液状化により生じた実測沈下量 S を基に分類した液状化程度

ごとに求めた確率分布モデルを提示する（3.2.1 節 a））。次に、日本建築学会「建築基礎構造

設計指針」に示されている地表面動的水平変位 Dcy（表 3.2.1）および液状化指数 PL（表 3.2.2）

に基づいた液状化程度の分類ごとにおける建物外周面積当たりの外構の補修費用の累積相対

度数と実測沈下量に基づいた液状化程度の分類の比較を行った。さらに、Dcyおよび PLに基

づいた液状化程度の分類ごとにおける確率分布モデルを示す（3.2.1 節 b））。最後に、現行の

液状化判定法および 4.2 節で示した確率分布モデルを用いた建物外周面積当たりの液状化に

よる外構の補修費用の算出法について示す（3.2.2 節）。 
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図 3.2.1 本論文における統計的検討の概念図 

検討② 各分類において最尤法による確率分布モデルのパラメータを推定 

(3.2.2 節 b),c)) 
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a) 実測沈下量による分類と液状化程度の推定値による分類における CDF の比較 

液状化による外構の補修費用を事前に予測するためには液状化の程度に対応した損失関数

を求める必要がある。本検討では最初に、液状化程度の分類の閾値を設定した。分類は 3 分

類とし、実測沈下量 S と地表面動的水平変位 Dcyおよび液状化指数 PLの関係について確認し

た。図 3.2.2 に実測沈下量 S と地表面動的水平変位 Dcyの関係を、図 3.2.3 に実測沈下量 S と液

状化指数 PLの関係を示す。また、Dcyの分類の閾値は表 3.2.1、PLの分類の閾値は表 3.2.2 に示

す閾値であり、両図の破線の範囲にあたる。両図から、実測沈下量 S と液状化程度の推定値

である Dcyおよび PLの相関はあまり良くない様にみえる。建物外周面積当たりの外構の補修

費用を確率変数として、表 3.2.1 に示した実測沈下量 S の閾値により分類した際の CDF(実測)

と液状化の予測値である地表面動的水平変位 Dcyおよび液状化指数 PLを基にそれぞれ表 3.2.1

および表 3.2.2 に示した閾値により分類した際の CDF の適合度を K-S 検定により検定した(図

3.2.4)。その結果、Dcyにより分類した CDF は各分類とも有意水準 α=0.05 において帰無仮説が

採択された。また、PLにより分類した CDF は、分類 1 および分類 2 では有意水準 α=0.05 に

おいて帰無仮説が採択されたが、分類 3 では有意水準 α=0.05 において帰無仮説が棄却された。

したがって、図 3.2.2 において実測沈下量 S と Dcyの関係はよい相関がみられなかったが、現

行の液状化判定法により推定された Dcy から建物外周面積当たりにおける外構の補修費用を

求めることができると考えられる。また PLについては、分類 1 および分類 2 においては有意

本論文における液状化程度の分類 分類1 分類2 分類3

地表面動的水平変位 Dcy　(cm) 0～5 5～20 20～

Dcyによる液状化の程度10) 無し
軽微

小
中

大
甚大

表 3.2.1 本論文における液状化程度の分類と 
地表面動的水平変位 Dcyによる液状化の程度の関係 

本論文における液状化程度の分類 分類1 分類2 分類3

液状化指数 PL 0～5 5～15 15～

PLによる液状化の程度 11) 極めて少ない
低い

高い かなり高い

表 3.2.2 本論文における液状化程度の分類と 
液状化指数 PLによる液状化程度の関係 
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水準 α=0.05 において帰無仮説が採択されたことから、3.2.1 節 c)では参考として PLにより分

類した各液状化程度についても確率分布モデルの評価を行っている。なお、2011 年東北地方

太平洋沖地震に対する液状化判定法の適用性については、2.3 節にて既往の論文の知見を示し

たが、Dcyについては、新井 3.9)は 2011 年東北地方太平洋沖地震を含む 3 地震の強震記録を対

象に 1 次元有効応力解析を行い繰返し回数 Neqとマグニチュード M の関係を検討した結果、

既往の提案式を M=9.0 の場合でも外挿して液状化判定を行ってよい可能性を示唆している。

一方、PL については、2011 年東北地方太平洋沖地震による研究成果を反映させた 2012 年版

の道路橋示方書では、改善の余地があるものの、現行の液状化判定法においてもマグニチュ

ード M が大きい地震に対して適用できる 3.10)とされている。以上の点を踏まえ、本論文にお

いても液状化判定に用いるマグニチュード M を 9.0 とし、地表面最大加速度 αmaxは本震とし

て K-NET 浦安で計測された 174gal を用いた。 
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図 3.2.2 実測沈下量 S と地表面動的水平変位 Dcyの関係 

図 3.2.3 実測沈下量 S と液状化指数 PLの関係 
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b) 液状化による実測沈下量の分類に対する確率分布モデル 

図 3.2.5 に各液状化の程度における建物外周面積当たりの外構の補修費用の累積相対度数

分布を示す。また表 3.2.3 に各確率分布モデルにおけるパラメータを示す。表 3.2.3 より、液

状化の程度が大きくなるほど対数正規分布モデルの対数平均値が大きくなることが分かる。

また、表 3.2.3 に示したパラメータを用いた各確率分布モデルの妥当性について確認する。建

物外周面積当たりの外構の補修費用の累積相対度数(CDF(実測))と仮定した理論分布モデル

の累積分布関数の適合性を検定する手法の一つに K-S 検定 3.11)があり、K-S 検定により各分類

の検定を行った。なお、K-S 検定では観測値の累積相対度数と理論分布の累積関数の差の最

大値（検定統計量）がデータ数の大きさと有意水準 α から予想されるもの（棄却限界値）よ

り小さければ、その関数は設定された有意水準 α において観測値をモデル化するものとして

妥当なものとされる 3.11)。 

表 3.2.4 に実測沈下量により分類した各分類における確率分布モデルと CDF(実測)の K-S 検

定による検定統計量と棄却限界値を比較した結果を示す。同表より、検定統計量が有意水準

α=0.05 における棄却限界値より小さいことから、最尤法により推定したパラメータを用いた

各確率分布モデルが各分類の CDF(実測)に対して、有意水準 α=0.05 において帰無仮説が採択

されることが分かる。また各分類において、全体的な傾向としてはガンマ分布の方が観測値

を近似しているように見えるが、CDF における観測値と分布関数の差の最大値に基づく検定

を行う K-S 検定では対数正規分布の適合度が高い結果となった。 

 

 

  

対数正規分布 ガンマ分布
検定統計量 0.213 0.253
棄却限界値
検定統計量 0.220 0.271
棄却限界値
検定統計量 0.120 0.146
棄却限界値

分類2
データ数(n=11) 0.409

分類3
データ数(n=16) 0.327

分類1
データ数(n=17) 0.318

表 3.2.4 実測沈下量 S による分類における検定統計量と棄却限界値 

表 3.2.3 最尤法により推定した確率分布モデルのパラメータ 
（実測沈下量 S による分類） 

パラメータ 分類1 分類2 分類3

対数平均値λ 2.81 7.23 9.47

対数標準偏差ζ 3.66 1.83 0.48

α 0.37 0.78 4.50

β 831.04 5347.54 3204.70

対数正規分布

ガンマ分布
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c) Dcyおよび PLによる分類から求めた確率分布モデル 

 3.2.1 節 a)において、実測沈下量 S による分類と液状化程度の推定値による分類における

CDF の比較を行った結果、現行の液状化判定法により推定された Dcy から建物外周面積当た

りにおける外構の補修費用を求めることができる可能性を示した。また PLについては、分類

1 および分類 2 においては有意水準 α=0.05 において帰無仮説が採択されたことから、参考と

して PLにより分類した各液状化程度についても確率分布モデルの評価を行った。 

液状化程度の推定値である Dcyおよび PLによる各分類において、確率分布モデルのパラメ

ータを最尤法により推定した。さらに、Dcy および PL による各分類において推定されたパラ

メータを用いた確率分布モデルと CDF(実測)について K-S 検定により適合度検定を行った。

表 3.2.5、表 3.2.6 には各分類における確率分布モデルのパラメータを示す。図 3.2.6、図 3.2.7

に建物外周面積当たりにおける外構の補修費用を確率変数とした CDF(実測)と Dcy、PLにより

分類した各確率分布モデルの累積相対度数分布を示す。さらに、図 3.2.6、図 3.2.7 の CDF(実

測)と確率分布モデルについてのK-S検定による検定統計量と棄却限界値を比較した結果を表

3.2.7、表 3.2.8 に示す。同表より、Dcy による分類から求めた確率分布モデルの検定統計量は

各分類において有意水準 α=0.05 の時の棄却限界値より小さい値を示すことが分かる。一方、

本検討では PLによる分類から求めた確率分布モデルの検定統計量は分類 3 において対数正規

パラメータ 分類1 分類2 分類3

対数平均値λ 2.09 6.75 8.62

対数標準偏差ζ 3.41 2.60 1.44

α 0.54 0.79 1.98

β 224.08 6454.68 4996.92

対数正規分布

ガンマ分布

表 3.2.6確率分布モデルのパラメータ 
(PLによる分類)

表 3.2.5確率分布モデルのパラメータ 
(Dcyによる分類) 

パラメータ 分類1 分類2 分類3

対数平均値λ 2.09 7.56 9.38

対数標準偏差ζ 3.24 1.87 0.60

α 0.47 1.12 4.75

β 232.89 4994.53 2909.74

対数正規分布

ガンマ分布
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分布モデルおよびガンマ分布モデルの適合性が低い結果を示している。以上の結果により、

液状化程度の推定値である Dcy と各液状化程度の分類における確率分布モデルを用いること

で液状化による建物外周面積当たりにおける外構の補修費用を事前に予測する事ができると

考えられる。なお、液状化による建物外周面積当たりにおける外構の補修費用を PLに基づい

た液状化程度から予測するためには、表 3.2.2 に示した様な閾値で液状化程度を分類せずに、

実測沈下量 S による分類における CDF に合うような閾値を設定することが考えられる。 

 

 

 

  

表 3.2.7各液状化程度における K-S 検定による検定統計量の比較 
(Dcyによる分類) 

対数正規分布 ガンマ分布
検定統計量 0.303 0.265
棄却限界値
検定統計量 0.233 0.334
棄却限界値
検定統計量 0.207 0.122
棄却限界値

分類2
データ数(n=11) 0.409

分類3
データ数(n=16) 0.327

分類1
データ数(n=17) 0.318

対数正規分布 ガンマ分布
検定統計量 0.292 0.277
棄却限界値
検定統計量 0.268 0.287
棄却限界値
検定統計量 0.510 0.426
棄却限界値

分類2
データ数(n=11) 0.409

分類3
データ数(n=16) 0.327

0.318
分類1

データ数(n=17)

表 3.2.8各液状化程度における K-S 検定による検定統計量の比較 
(PLによる分類) 
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図 3.2.7 PLにより分類した液状化程度における 
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3.2.2 液状化地盤の損失評価法の提案 

 本算出法は、地震により液状化が生じた際の外構の予想最大損失として任意の非超過確率

における補修費用の算出を目的にしている。本算出法のフローチャートを図 3.2.8 に示す。本

算出法の前提条件として地震動の設定を文献 3.13)を参考に、地震動強さを特定した場合

（PML2）を想定している。現行の液状化判定法では地震の規模であるマグニチュード M を

7.5 とし、損傷限界検討用（再現期間：50 年程度）として最大地表面加速度 αmax=200gal、終

局限界検討用（再現期間：500 年程度）として αmax=350gal を設定して液状化判定を行うこと

が推奨されている 3.12)。一方、文献 3.13）では、PML2 の定義として再現期間が 500 年程度の

地震動に対する損失の非超過確率 90%値とされており、本算出手法における PML2 の算出に

は終局限界検討用の αmaxを用いて液状化判定を行う。得られた液状化判定結果（Dcy）に基づ

いて、表 3.2.1 に示した 3 分類に対象施設を分類すると、表 3.2.5 に示した Dcyによる分類にお

ける確率分布のパラメータを用いることによって任意の非超過確率における補修費用を算出

する事が出来る。また、算出された補修費用をもとに液状化対策工費との大小関係から費用

対効果の判断が可能となる。 

  

建物情報
(構造種別・規模・用途)

液状化程度の分類

END

液状化判定
( 地表面動的水平変位Dcy )

敷地・地盤情報
(柱状図)

再現期間：500年程度
地表面最大加速度αmax：350gal

地震動強さの設定10)

地震の規模 M=7.5

START

第3章
液状化被害の

損失評価法の提案

建物外周面積当たりにおける

液状化による外構の補修費用の算出

分類2

損失関数
分類1

損失関数
分類3

損失関数

第2章
既往の

液状化判定法

液状化の予測値
（Dcy）を用いた

液状化程度における
損失関数の提案

図 3.2.8 外構の補修費用の算出フロー 
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3.3 本章のまとめ 

 本章では 2011 年東北地方太平洋沖地震により大規模な液状化被害が生じた千葉県浦安市

の公共施設を対象とした液状化による地盤被害の状況についての調査結果を示した。さらに、

液状化による地盤の沈下量と建物外周面積当たりにおける外構の補修費用の関係に相関がみ

られたことから、建物外周面積当たりにおける外構の補修費用を液状化による地盤の損失と

した損失評価法を提案した。以下に本章の要点を示す。 

 

1) 液状化による地盤の沈下量と建物外周面積当たりにおける外構の補修費用の関係に

相関がみられた。 

 

2) 現行の液状化判定法で用いられている液状化程度の指標および液状化程度の閾値を

参考に、実測沈下量 S、地表面動的水平変位 Dcyおよび液状化危険度 PLの分類の閾値

を決定し、各分類に対して液状化による地盤の損失を算出するための損失関数を求めた。 

 

3) 現行の液状化判定法を用いた液状化による地盤の被害の損失を予測する為の算出フ

ローを示した。 
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第 4章 液状化被害における損失評価法の適用性の検討 

4.1 概説 

 本章では、3 章で提案した液状化による地盤被害の損失評価法を用いて液状化によるリス

ク評価を行うことでその適用性を示すことを目的としている。 

4.2 節では最初に、3.2 節で示した液状化を考慮した損失評価法を用いて、千葉県浦安市入

船および東京都江東区辰巳で実際に液状化対策工が施工された 2 事例 4.1),4.2)を対象に、液状化

対策前後の地盤条件で液状化による地盤被害の損失を評価した。次に、液状化による被害を

抑制するための事前対策費である液状化対策費と、液状化による地盤被害の損失評価法から

予想される液状化による外構の補修費用の比較を試みた。なお、千葉県浦安市入船での事例

では実際に施工された液状化対策工の仕様のうち、砂杭の杭長さを変数として液状化対策費

と予想される液状化による損失との関係について検討した。一方、東京都江東区辰巳での事

例では液状化対策を行う前において液状化が生じると判断された層のうち、比較的浅い層の

N 値を増加させた際の液状化による地盤被害の損失への影響について検討を行っている。 

4.3 節では、地震保険や不動産投資信託の分野や企業および地方自治体の防災計画において

は複数建物を対象とした地震リスクの評価が重要であること 4.3)、また地盤条件が液状化によ

る地盤の損失に与える影響について検討するため、千葉県浦安市内を非埋立地、埋立地で分

類し、各地域で 10 施設の公共施設を仮定して地域ごとに複数建物の液状化による地盤被害の

損失を評価した。 
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4.2  液状化対策工による物的損失の低減に関する適用性 

4.2.1 千葉県浦安市入船における検討 

4.2.1.1 対象施設の条件および立地条件 

浦安市入船の土質構成と液状化対策前の N 値、液状化安全率 FLの深度分布を図 4.2.1 に示

す 4.1)。なお、同図では液状化対策工の改良範囲のみを示している。対象地盤は比較的緩い埋

立地であり、対象施設は教育施設とした。表 4.2.1 には液状化対策前の地盤条件に対する液状

化判定結果として、損傷限界時（αmax =200gal）および終局限界時（αmax =350gal）におけ

る地表面動的水平変位 Dcyの値を示している。さらに同表には、Dcyの値を用いた本損失評価

法における液状化程度の分類（3.2 節、表 3.2.1 参照）を示している。図 4.2.1 および表 4.2.1

より、地盤改良前における想定地盤の液状化判定結果は損傷限界時および終局限界時ともに

図 4.2.1 土質構成と液状化対策前の N 値，FLの深度分布 4.1) 

地下水位面

0

5

10

0 10 20 30
0

5

10

0 1.0 2.0
0

5

10

0 1.0 2.0

N 値 
FL 

(200gal) 
FL 

(350gal) 

0

5

10

埋土 

シルト質砂 

土質構成 

深
度
（

m
）

 

損傷限界時 終局限界時

地盤改良前 10 14.4

建築基礎構造設計指針4.4)における液状化程度 中 中

本論文における液状化程度の分類 分類2 分類2

D cy (㎝)

表 4.2.1 液状化対策前の地表面動的水平変位 Dcyと液状化程度 
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Dcyでは液状化の程度が『中』程度であることが分かる。また、本損失評価法における液状化

程度の分類としては『分類 2』に分類されることが分かる。  

 

4.2.1.2 液状化対策工法の概要 

本事例では、建築物の直下の地盤において液状化が生じないように液状化対策が行われて

いる。本事例で用いられた液状化対策工法は、振動式サンドコンパクションパイル工法（SCP

工法）であり、本事例における SCP 工法の仕様を表 4.2.2 に示す。 

図 4.2.2に液状化対策による地盤改良前後のN値および液状化安全率 FLの深度分布を示す。

さらに、表 4.2.3 に液状化対策工に対する要求性能を、表 4.2.4 に液状化対策による地盤改良
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図 4.2.2 土質構成と液状化対策前後の N 値，FLの深度分布 4.1) 

地下水位面   地盤改良前   地盤改良後 
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土質構成

砂杭の径 800mm
砂杭のピッチ・配置・改良率 2.0m・正方形配置・12.5%

砂杭の長さ・改良深さ 10m

概算工費 1500円/m3

表 4.2.2 本事例における液状化対策工の仕様 4.1) 
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前後における液状化判定結果を示す。液状化対策による地盤改良前では液状化程度が『中』

と判定されたのに対し、地盤改良後では損傷限界時において表 4.2.3 に示す①の要求性能を満

足しており、終局限界時においても Dcyが 1.6cm の沈下量が生じると判定結果であったが、

表 4.2.3 に示す②の要求性能を満足していることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.1.3 液状化対策工の費用対効果の検討 

予測される液状化による地盤被害の損失と液状化対策工の工費との比較を行うため、前述

した液状化判定の結果と 3 章で示された確率分布モデルのパラメータを用いて、建物外周面

積当たりにおける外構の補修費用の中央値および 90%非超過確率値（以下、90%値）を算出

した。表 4.2.5 に地表面動的水平変位 Dcyにより液状化の程度を評価し、対数正規分布のパラ

メータを用いて算出された中央値および 90%値を示す。なお、同表の中央値および 90%値を

算出する際の液状化程度の分類は終局限界時の液状化判定の結果に基づいている。さらに、

液状化対策工の費用と比較するため、建物の供用期間を 50 年とし、供用期間中に液状化判定

地盤改良前 地盤改良後

中央値 約2000(円/m2) 約10(円/m2)

90%非超過確率値 約22000(円/m2) 約500(円/m2)

対数正規
分布

表 4.2.5 建物外周面積当たりにおける 
液状化による外構の補修費用の中央値および 90%値 

損傷限界時 終局限界時
地盤改良前 10.0 14.4
地盤改良後 0.0 1.0

D cy (cm)

表 4.2.4 液状化対策前の Dcy 

液状化対策工に対する要求性能
①　地表面加速度200gal(中地震)に対してすべての地点で、

　　 液状化安全率FL≧1.0を満たすこと

②　地表面加速度350gal(大地震)に対して平均液状化安全率

　　 FL≧1.0かつ地表面動的水平変位D cy≦5.0cmである

表 4.2.3 液状化対策工に対する要求性能 4.2) 
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の損傷限界時（再現期間 50 年）および終局限界時（再現期間 475 年）に相当する地震が発生

する確率を(4.2.1)式から求め、供用期間の年数で除すことで 1 年間当たりの期待損失額を算出

した。その結果、1 年間当たりの期待損失額は、損傷限界時において 440 円/m2、終局限界時

において 46 円/m2であった。一方、上記の液状化対策工の仕様（表 4.2.2）を基に、液状化対

策工の費用を算出すると 15000 円/m2程度であり、建物の供用期間を 30 年とすると、1 年間

当たりで 300 円/m2の液状化対策工費となる。したがって、本事例では、液状化に対する事前

対策費である液状化対策工費の方が事後対策費に相当する損失より小さくなることが確認で

きた。 

P  =  1 － ( 1 － p ) I                        (4.2.1) 

 ここに、Ｐ：発生確率、p：1 年間で発生する確率（再現期間の逆数）、Ｉ：供用期間 
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4.2.2 東京都江東区辰巳における検討 

4.2.2.1 対象施設の条件および立地条件 

 本検討の対象敷地は東京都江東区辰巳であり、2011 年東北地方太平洋沖地震により液状化

が生じた範囲内に立地している。当該敷地は地表面から深度 10m 程度まで軟弱な粘土層や緩

い沖積層が堆積している。なお、仮定した対象施設は教育施設である。 

 

4.2.2.2 液状化対策工法の概要 

本事例は建物の直下の地盤を SCP 工法により改良した後に所定の深度まで掘削した事例

である。そのため、本事例の地盤は図 4.2.3 の様な地盤構成になっている 4.2)。液状化対策後

に 6.6m 掘削しているため，外構の補修費用を算定するために掘削した 6.6m の地盤を掘削し

ない場合を想定して，一般的に SCP 工法では液状化対策後に N 値が 5～10 上がることを考

慮して，液状化対策前の表層から 6.6m までの N 値を 5 程度上げた場合と 10 程度上げた場

合を想定して液状化対策後の液状化判定を行っている。 
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図 4.2.3 地盤条件および掘削範囲における N 値の設定条件 
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4.2.2.3 液状化対策工の費用対効果の検討 

a) 地盤の N 値を 5 程度増加した場合 

地盤改良により N 値が 5 程度増加した場合の地盤改良前後の N 値、液状化安全率 FLの深

度分布を図 4.2.4 に示す 4.2)。なお、同図では改良範囲のみを示している。表 4.2.6 には液状

化対策前後における想定地盤に対する液状化判定結果として Dcyを示している。図 4.2.4、表

4.2.6 より、液状化対策前における想定地盤の液状化判定結果は損傷限界時および終局限界時

においても表 4.2.3 の液状化対策後における要求性能を満たしていないことから、液状化対策

の効果がみられなかった。 
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図 4.2.4 土質構成と液状化対策前後の N 値、FLの深度分布 
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地下水位面   地盤改良前   地盤改良後 

損傷限界(200gal) 19.0
終局限界(350gal) 24.7
損傷限界(200gal) 3.5
終局限界(350gal) 7.2

地盤改良前

地盤改良後

D cy  (cm)

表 4.2.6 液状化対策前後の Dcyの比較 
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b) 地盤の N 値を 10 程度増加した場合 

地盤改良により N 値が 10 程度増加した場合の江東区辰巳の土質構成と地盤改良前後の N

値，FLの深度分布を図 4.2.5 に示す 4.2)。なお、同図では改良範囲のみを示している。表 4.2.7

には液状化対策前後における想定地盤に対する液状化判定結果としてDcyの値を示している。

図 4.2.5、表 4.2.7 より、地盤改良前における想定地盤の液状化判定結果は損傷限界時に Dcy

では液状化の程度が『中』程度、終局限界時には Dcy では液状化の程度が『大』程度である

ことが分かる。一方、改良後では損傷限界時において表 4.2.3 に示す①の要求性能を満足して

おり、終局限界時においても Dcyが 1.7cm の沈下量が生じると判定結果が得られているが表

4.2.3 に示す②の要求性能を満足していることが分かる。また、文献 4.5)に参考に想定地盤に

おける液状化対策工費を算出すると 15000 円/m2程度となり、建物の供用期間を 50 年とする
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図 4.2.5 土質構成と液状化対策前後の N 値，FLの深度分布 

深
度

(m
) 

0

5

10 シルト質砂 

埋土 

土質構成 N 値 
FL 

(200gal) 
FL 

(350gal) 

地下水位面   地盤改良前   地盤改良後 

損傷限界(200gal) 19.0
終局限界(350gal) 24.7
損傷限界(200gal) 0.0
終局限界(350gal) 1.7

地盤改良前

地盤改良後

D cy  (cm)

表 4.2.7 液状化対策前後の Dcyの比較 
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と、1 年間当たりの液状化対策工の費用は 300 円/m2となる。一方、液状化対策を行わなかっ

た場合の想定地盤における外構の補修費用は液状化判定結果より、損傷限界時においては

22000 円/m2、終局限界時においては 24000 円/m2と算出することができる。さらに、建物の

供用期間を 50 年として、供用期間中に損傷限界時および終局限界時に相当する地震動が 1

度発生するという前提で 1 年間当たりの期待損失額を算出すると、それぞれ 440 円/m2と 480

円/m2となる。したがって、想定地盤における外構の補修費用は液状化対策工費より高くなる

ことが分かる。以上のことより、本事例の想定地盤に対しては地盤改良を行った方が経済的

に有利であると考えられる。 
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4.3 施設群に対する液状化による損失評価法の適用性 

4.3.1 損失評価の概要 

4.3.2 浦安市内の 3 地域における液状化に対する損失評価 

本検討では地盤条件および液状化判定で設定する地表面最大加速度αmax をパラメータと

して、浦安市内の 3 地域を対象とした液状化に対するリスク評価を試みた。 

 

4.3.2.1 立地条件および建物条件 

 図 4.3.1 に本検討で対象とした地点を示す。また、対象施設は小学校を仮定している。浦安

市は 1970 年代と 1980 年代に埋立てを行っており、本検討におけるパラメータの一つを地盤

条件とするため、埋立ての有無と埋立て年代により検討地域を図 4.3.1 に示したような 3 地

域に設定した。さらに、各地域において 10 箇所の柱状図を用いて液状化判定を行い、各液状

化判定の結果を用いて液状化に対する損失評価を検討する。なお、2011 年東北地方太平洋沖

地震により浦安市では B 地域および C 地域で顕著な液状化被害が生じた一方、A 地域におけ

る液状化被害は報告されていない 4.6)。 

A地域

B地域

C地域

□ A地域で仮定した地点
△ B地域で仮定した地点
○ C地域で仮定した地点 自然堆積地盤

2011年東北地方太平洋沖地震
では液状化被害なし

埋立地盤（造成時期）
B地域:1962～1975年
C地域:1975～1981年
2011年東北地方太平洋沖地震

では液状化被害あり

両地域とも
激しい液状化被害

図 4.3.1 仮定した対象施設の地点および 
各地域の 2011 年東北地方太平洋沖地震による液状化被害の概要 
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4.3.2.2 液状化判定 

 現行の液状化判定として日本建築学会基礎構造設計指針で示されている地表面動的水平変

位 Dcyを求める方法がある。本検討では浦安市内の公共施設の柱状図を用いて Dcyを算出し、

液状化による地盤被害の損失を評価した。 

 

4.3.2.3 外力の設定 

 地表面動的水平変位 Dcy を推定する液状化判定では 4.4 節で示したように外力として地表

面最大加速度αmaxおよび地震のマグニチュード Mの設定が必要である。本検討においては、

αmax をパラメータとし、マグニチュード M は建築基礎構造設計指針の値を参考に 7.5 とし

た。なお、同指針において、αmax は液状化判定の終局限界検討用として 350gal が推奨され

ており、この値は「1995 年兵庫県南部地震などの際に、液状化した地盤上で観測された最大

値にほぼ対応している」とされている。そこで、本検討ではαmaxを 0gal から 450gal までの

25gal ごとに設定し、液状化判定を行った。 

 

4.3.2.4 液状化による損失の算出方法 

 液状化判定の結果に基づき、液状化の程度を表 3.2.1 に示した閾値で分類し、3.2 節で前述

した各分類の確率分布モデルを用いて損失を算出する。本検討で用いる確率分布は対数正規

分布とし、中央値（50%非超過確率値）と 90%値（90%非超過確率値）を算出した。さらに、

算出された中央値と 90%値を小学校の建設を前提とした単位面積当たりにおける外構の再調

達価格 4.7)で除すことで液状化による損失率とした。 

 

4.3.2.5 液状化に対する損失評価の結果 

 図 4.3.2 に浦安市内の 3 地域における液状化による損失（中央値）を単位面積当たりにお

ける外構の再調達価格で除した液状化による損失率と地表面最大加速度αmax の関係につい

て、各地域の 10 施設の平均値を示す。同様に、図 4.3.3 には液状化による損失を 90%値にし
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た場合の関係を示す。両図より、3 地域間での比較では中央値、90%値ともに、A 地域におけ

る損失が比較的小さく、C 地域における損失が大きい。また、A 地域の傾向に対し、B 地域

と C 地域の傾向が似た傾向であり、C 地域の損失率が若干高くなる傾向が見られた。これは、

非埋立地と埋立地の違いや埋立て年代によるものと思われ、2011 年東北地方太平洋沖地震に

より生じた液状化被害の様相との矛盾はないものと考えられる。一方、不動産の価値を評価

する際に、地震による損失は 1 つの指標、要素となる。例えば、PML の値が 15%を超える

ような場合、その施設は投資対象としてリスクが大きいと判断される。本検討で示した様な

地域の液状化による損失評価を行うことで、建物のみでなく地盤の液状化を考慮した不動産

投資のリスクの判断が行える可能性がある。 
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図 4.3.2 対象地域における地表面加速度αmaxと 
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4.4 本章のまとめ 

 本章では前章で提案した液状化による地盤被害の損失評価法を用いて、主に千葉県浦安市

を対象に公共施設を仮定して損失評価を行った。以下に本論文のまとめを示す。 

 

1) 前章で提案した液状化による地盤被害の損失評価法から得られる損失と液状化対

策工の工費を比較し、液状化対策工の経済効果に関する検討方法の一例を示した。 

 

2) 浦安市内において複数の公共施設を仮定して液状化による地盤被害の損失評価を

行い、液状化による地盤被害の損失評価法の有用性を示した。 
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第 5 章 結論 

本研究は液状化による地盤被害の損失評価法の提案を目的とするもので、具体

的な事例を把握するため 2011 年東北地方太平洋沖地震により大規模な液状化が

生じた千葉県浦安市の公共施設を対象に、被害実態と補修に関する資料調査およ

びヒアリング調査を行った。液状化による地盤被害の損失として外構の補修費用

に着目し、液状化程度と液状化による地盤被害の損失の関係について統計的検討

を試みた。その結果、液状化による地盤被害の損失を確率変数とした累積相対度

数分布において、液状化による地盤の実測沈下量と液状化程度の予測値である地

表面動的水平変位 Dcy および液状化指数 PL との適合度を検定するとともに、液

状化による地盤被害の損失を算出するための損失関数を推定した。推定した損失

関数を用いた液状化による地盤被害の損失の算定方法を示すとともに、液状化対

策工の費用と予想される損失との関係や複数建物の液状化による地盤被害の損

失を算出するケーススタディを行った。以下に本論文の要点を示す。  

 

①外構被害が生じた施設の割合を地表面動的水平変位 Dcy による液状化

程度の閾値を参考として実測沈下量 S に基づいて液状化程度の分類ご

とに検討した。その結果、各分類において約 7 割の施設においてアプロ

ーチ・犬走り・舗装等の被害が見られた。また、敷地面積当たりにおけ

る総補修費用の約 8 割が外構の補修費用であった。敷地面積当たりにお

ける外構の補修費用と敷地面積に対する建物面積の比率の回帰直線に

ついては負の相関が見られたものの相関係数が低いこと、建物外周面積

当たりにおける外構の補修費用に杭基礎の種別に明確な差異が見られ

なかったこと、液状化による実測沈下量と建物外周面積当たりにおける

外構の補修費用の回帰直線は正の相関が見られ敷地面積に対する建物

面積の比率との回帰直線の相関係数より高い値を示した。  

 

②①の結果から、各液状化程度における建物外周面積当たりの外構の補

修費用について最尤法により対数正規分布モデルおよびガンマ分布モ

デルのパラメータを推定した。推定した各分布モデルのパラメータを用
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いて K-S 検定により統計検定量を比較したところ、ガンマ分布モデル

に比べ対数正規分布モデルの方がより適合していることが分かった。  

 

③各公共施設の地表面動的水平変位 Dcy および液状化指数 PL を算出し、

②と同様に各液状化程度における建物外周面積当たりの外構の補修費

用について確率分布モデルを示した。本論文で示した液状化程度の分類

では Dcy による分類の方が PL による分類より適合性が高いことが分か

った。  

 

④既往の液状化判定法を用いた液状化による地盤被害の損失評価法を

示すともに、本評価法を用いたケーススタディを行った。損傷限界時お

よび終局限界時時を想定した際の中央値および 90%非超過確率におけ

る外構の補修費用と液状化対策工として比較的用いられているサンド

コンパクションパイル工法の工費と比較した。さらに、浦安市内の複数

の公共施設を仮定した液状化による損失評価を行い、本論文で示した液

状化被害の損失評価法の有用性を示した。  

 

今後は、本論文で示した液状化地盤の損失評価法を一般化するために 2011 年

東北地方太平洋沖地震以外の地震や他地域における液状化被害と損失に関する

データの蓄積や公共施設以外の用途種別の施設における液状化被害と損失の関

係の把握を行う必要がある。また、本論文で対象としなかった上下水道などのラ

イフラインに対する液状化による被害と補修費用の関係などについてもデータ

の蓄積を行うことで、実際の液状化被害に近い損失評価になることが考えられる。

一方、本論文で示した液状化地盤の損失評価法から得られるリスク値については、

従来の建築物を対象とした PML などと関連づけることで、本論文で示した様な

損失評価の適用事例より有効な活用が望まれる。  
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